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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

  

 
(注) １ 「売上高」には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 第56期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第56期中 第57期中 第58期中 第56期 第57期

会計期間

自 平成17年 
  ７月１日 
至 平成17年 
  12月31日

自 平成18年
  ７月１日 
至 平成18年 
  12月31日

自 平成19年
  ７月１日 
至 平成19年 
  12月31日

自 平成17年 
  ７月１日 
至 平成18年 
  ６月30日

自 平成18年
  ７月１日 
至 平成19年 
  ６月30日

売上高 (百万円) 18,982 20,004 20,965 36,796 38,924

経常利益 (百万円) 423 393 245 627 563

中間(当期)純利益 (百万円) 229 257 124 640 291

純資産額 (百万円) 3,920 4,968 5,164 4,649 5,090

総資産額 (百万円) 23,317 24,330 24,936 22,587 24,514

１株当たり純資産額 (円) 447.22 520.69 540.34 490.69 532.29

１株当たり 
中間(当期)純利益

(円) 26.20 29.43 14.20 73.07 33.29

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 16.8 18.8 19.0 19.0 19.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 178 △499 123 464 △93

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 27 △427 △256 65 △881

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △70 927 80 △525 1,122

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 1,223 1,095 1,196 1,093 1,249

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
674
(237)

703
(224)

763
(260)

710
(246)

758
(272)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 「売上高」には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 第56期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

  

回次 第56期中 第57期中 第58期中 第56期 第57期

会計期間

自 平成17年 
  ７月１日 
至 平成17年 
  12月31日

自 平成18年
  ７月１日 
至 平成18年 
  12月31日

自 平成19年
  ７月１日 
至 平成19年 
  12月31日

自 平成17年 
  ７月１日 
至 平成18年 
  ６月30日

自 平成18年
  ７月１日 
至 平成19年 
  ６月30日

売上高 (百万円) 8,633 8,176 8,948 16,654 16,140

経常利益 (百万円) 161 81 82 237 234

中間(当期)純利益 (百万円) 79 115 67 432 217

資本金 (百万円) 1,264 1,264 1,264 1,264 1,264

発行済株式総数 (株) 8,792,000 8,792,000 8,792,000 8,792,000 8,792,000

純資産額 (百万円) 1,327 1,738 1,895 1,658 1.868

総資産額 (百万円) 15,362 15,191 15,524 14,345 15,073

１株当たり純資産額 (円) 151.46 198.40 216.52 189.25 213.29

１株当たり中間(当期)純
利益

(円) 9.06 13.22 7.74 49.37 24.87

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 2.50 2.50

自己資本比率 (％) 8.6 11.4 12.2 11.6 12.4

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
313
(144)

311
(145)

312
(174)

318
(150)

311
(183)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容

に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

 
(注)１ 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時雇用者数（嘱託者、パートタイマー、アルバイト、日雇者、臨時社員等を含

む。）は、当中間連結会計期間の平均人員を( )外数で記載しております。 

２ 全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

 
(注) 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用

者数（嘱託者、パートタイマー、アルバイト、日雇者、臨時社員等を含む。）は、当中間会計期間の平均人員

を( )外数で記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社及び国内連結子会社においては、労働組合は結成されておりません。在外連結子会社におい

ては、烟台高見澤混凝土有限公司工会委員会(烟台高見澤混凝土有限公司)、淄博高見澤混凝土有限公司

工会委員会(淄博高見澤混凝土有限公司)が労働組合として結成されております。 

なお、提出会社、国内連結子会社及び在外連結子会社ともに、労使関係は円満に推移しております。

  

平成19年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

建設資材事業 272(88)

電設資材事業 266(30)

石油・オート事業 73(69)

請負工事事業 30(14)

その他事業 104(58)

全社(共通) 18( 1)

合計  763(260)

平成19年12月31日現在

従業員数(名) 312(174)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国の経済環境は、原油などの原材料価格の高騰やサブプライムロー
ン問題に端を発する実体経済の減速懸念など不安要素はあるものの、企業収益の改善が進み、民間設備
投資が増加したほか、個人消費や雇用情勢にも回復が見られるなど、概ね緩やかな景気拡大が続きまし
た。 
当社グループの営業基盤である長野県経済は、民間需要は総じて堅調に推移したものの、官公需は減

少傾向でありました。 
 また、平成19年６月の改正建築基準法施行に基づく建築確認遅延による更なる影響が懸念されます。
一方、海外事業の拠点である中国山東省では、引き続き積極的な需要はあるものの、原材料価格の高

騰や販売競争が激化しております。 
このような情勢のもと、当社グループは「中期３ヵ年経営計画」の初年度に当たる当期は、「全員参

加の経営」という基本方針に沿った諸施策を実施してまいりました。 
この結果、当中間連結会計期間の実績につきましては、連結売上高20,965百万円(前年同期比4.8％

増)、連結営業利益265百万円(前年同期比35.8％減)、連結経常利益245百万円(前年同期比37.7％減)、
連結中間純利益124百万円(前年同期比51.8％減)となりました。 
  
事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 
  
① 建設資材事業 

建設資材事業では、当社グループの営業基盤となる国内の建設業界は、公共工事の削減が依然続
き、厳しい状況のなか、積極的な営業活動を行い増収となりましたが、過激な販売競争で減益とな
りました。 
一方、中国市場では販売競争の激化等により減収減益となりました。 
以上の結果、建設資材事業の売上高は4,760百万円(前年同期比12.3％増)、営業利益は153百万円

(前年同期比38.3％減)となりました。 
  

② 電設資材事業 
電設資材事業では、民間需要はあったものの、改正建築基準法施行による影響を受け減収減益と

なりました。 
以上の結果、電設資材事業の売上高は10,269百万円(前年同期比3.0％減)、営業利益は81百万円

(前年同期比50.0％減)となりました。 
  

③ 石油・オート事業 
石油・オート事業では、原油価格高騰により販売競争が激化し、減収減益となりました。 
以上の結果、石油・オート事業の売上高は3,207百万円(前年同期比6.0％減)、営業損失は5百万円

(前年同期は0百万円の営業損失)となりました。 
  

④ 請負工事事業 
請負工事事業では公共工事の発注量は依然低調に推移し、受注量も十分に確保できませんでした

が、当中間連結会計期間より、連結子会社株式会社アグリトライの業績が含まれているため増収と
なりました。しかし、経費を吸収できずに減益となりました。 
以上の結果、請負工事事業の売上高は939百万円(前年同期比248.4％増)、営業損失は17百万円(前

年同期は5百万円の営業利益)となりました。 
  

⑤ その他事業 
不動産部門の不動産販売が好調で増収増益になりましたが、農業用機械製造販売部門では、きの

こ価格の低迷による設備投資意欲の低下により減収減益となりました。 
この結果、その他事業の売上高は1,788百万円(前年同期比19.8％増)、営業利益は95百万円(前年

同期比1.7％減)となりました。 
  

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物の中間期末残高は、前連結会計年度末に比べ52百

万円(4.2%)減少し、1,196百万円となっております。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローの増加額は123百万円(前年同期は

499百万円の減少)となりました。 

これは、主に税金等調整前中間純利益248百万円、売上債権の増加額627百万円、仕入債務の増加額

392百万円によるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローの減少額は256百万円(前年同期は

427百万円の減少)となりました。 

これは、主に有形固定資産の取得による支出282百万円によるものです。 
  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローの増加額は80百万円(前年同期は

927百万円の増加)となりました。 

これは、主に短期借入金純増加額267百万円、長期借入金による収入550百万円、長期借入金の返済

による支出708百万円によるものです。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 金額は、販売価格によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 商品仕入実績 

当中間連結会計期間における商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。 

  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 金額は、仕入価格によっております。 

      ３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

建設資材事業 2,575 100.5

その他事業(食品加工業) 169 101.2

合計 2,744 100.5

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

建設資材事業 
(生コンクリート・圧送)

1,029 82.3 296 80.4

建設資材事業 
(コンクリート二次製品)

1,946 122.1 454 70.9

合計 2,976 104.6 750 74.3

事業の種類別セグメントの名称 商品仕入高(百万円) 前年同期比(％)

建設資材事業 1,951 130.5

電設資材事業 9,124 97.4

石油・オート事業 2,588 95.3

その他事業 663 145.7

合計 14,328 102.1



(4) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 
  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 請負工事事業については、当中間連結会計期間より連結子会社株式会社アグリトライの販売高が含まれて

おります。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間における当社グループが支出した研究開発費の総額は25百万円であり、事業の種

類別セグメントの研究開発活動を示すと、次のとおりであります。 

  

(建設資材事業) 
(1) 新タイプ大型ブロックの商品化 

４年前から共同開発を進めてまいりました”高機能大型ブロック工法”をここに商品名「アームロッ

ク」とし、製造販売を開始いたしました。今後は、設計・施工を通じノウハウの蓄積と実績を積み上げ

完成度の高い製品に育てて行きたいと考えております。また、平成20年２月末に初施工の見込みで、技

術の蓄積拡充と営業活動の活発化及び売上の増加に貢献できるものと確信しております。 

(2) 次期多機能自由可変勾配側溝の規格化 

ＯＳ側溝は、集水機能や防音機能等を有しており、現在の自由勾配側溝に付加価値を増した性能を備

えております。通常は溝幅300㎜の規格を製造していますが、それ以外の溝幅400～600㎜の需要に対応

するために規格を見直し、製造を可能にいたしました。 

なお、当中間連結会計期間における建設資材事業の研究開発費の総額は、25百万円であります。 

  

（電設資材事業、石油・オート事業、請負工事事業及びその他事業） 

研究開発活動は、特段行っておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

建設資材事業 4,760 112.3

電設資材事業 10,269 97.0

石油・オート事業 3,207 94.0

請負工事事業 939 348.4

その他事業 1,788 119.8

合計 20,965 104.8



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

  

(1) 重要な設備計画の変更 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の変更はありません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備計画の完了は次のとおり

であります。 

 
(注)上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等はありません。 

  

(4) 重要な設備の除却等 

前連結会計年度末に計画した重要な設備の除却等はありません。また、当中間連結会計期間において、

新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 

  

会社名
事業所名 
（所在地)

事業の種類別
セグメントの

名称

設備の
内容

投資額
(百万円)

完了年月 完成後の増加能力

昭和電機
産業 
株式会社

長岡支店 
(新潟県長岡市） 電設資材事業 支店移転 255 平成19年９月

事務所移転のため 
能力の増加はありませ
ん

烟台高見
澤混疑土
有限公司

中華人民共和国
(山東省烟台市） 建設資材事業生コン第二

工場建物 43 平成19年９月
事務棟建設のため 
能力の増加はありませ
ん



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 18,915,000

計 18,915,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成20年３月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,792,000 8,792,000
ジャスダック
証券取引所

―

計 8,792,000 8,792,000 ― ―

年月日
発行済株式
総数増減数 

(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年12月31日 ─ 8,792,000 ─ 1,264 ─ ─



(5) 【大株主の状況】 

 
  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれておりま

す。なお、「議決権の数」には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれておりませ

ん。 

２ 「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己保有株式150株及び証券保管振替機構名義の株式300株が

含まれております。 

  

平成19年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

髙見澤 秀茂 長野県中野市 994 11.31

髙見澤 昭二 長野県中野市 667 7.59

髙見澤 豊子 長野県中野市 616 7.01

髙見澤 信義 長野県長野市 596 6.79

高見澤 吉晴 長野県中野市 584 6.65

株式会社八十二銀行 長野県長野市大字中御所字岡田１７８番地８ 431 4.90

髙見澤 雅人 長野県長野市 303 3.45

髙見澤 達郎 長野県長野市 193 2.20

湯本 良知 長野県中野市 182 2.07

髙見澤 光雄 長野県上高井郡小布施町 177 2.02

計 ― 4,745 53.98

平成19年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式 36,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

8,648,000
8,647 ―

単元未満株式 普通株式 108,000 ― ―

発行済株式総数 8,792,000 ― ―

総株主の議決権 ― 8,647 ―



② 【自己株式等】 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて役員の異動はありません。 

  

平成19年12月31日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社高見澤

長野県長野市 
大字鶴賀字苗間平 
1605番地14

36,000 ― 36,000 0.41

計 ― 36,000 ― 36,000 0.41

月別 平成19年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

高(円) 293 289 280 280 271 255

低(円) 272 262 260 258 242 245



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間(平成18年７月１日から平成18年12月31日まで)及び前中間会計期間(平成

18年７月１日から平成18年12月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会計

期間(平成19年７月１日から平成19年12月31日まで)及び当中間会計期間(平成19年７月１日から平成19年

12月31日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並びに中

間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 

前中間連結会計期間末

(平成18年12月31日)

当中間連結会計期間末

(平成19年12月31日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 ※１ 1,477 1,578 1,638

２ 受取手形及び売掛金
※１ 
※４

8,907 8,910 8,330

３ たな卸資産 ※１ 1,722 1,962 1,827

４ その他 787 709 913

  貸倒引当金 △114 △153 △159

流動資産合計 12,780 52.5 13,006 52.2 12,550 51.2

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

(1) 建物及び構築物
※１ 
※５

7,001 7,196 6,999

減価償却累計額 4,279 2,722 4,449 2,746 4,365 2,633

(2) 機械装置
及び運搬具

※５ 4,310 4,593 4,531

減価償却累計額 3,556 754 3,681 912 3,616 914

(3) 土地 ※１ 5,641 5,872 5,867

(4) 建設仮勘定 176 150 193

(5) その他 ※５ 1,406 1,404 1,399

減価償却累計額 1,288 117 1,269 134 1,265 133

有形固定資産合計 9,412 38.7 9,816 39.3 9,743 39.7

２ 無形固定資産 191 0.8 191 0.8 190 0.8

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 ※１ 390 368 420

(2) 敷金・保証金 387 380 396

(3) 繰延税金資産 106 103 121

(4) その他 1,765 1,857 1,925

  貸倒引当金 △703 △788 △834

投資その他の資産 
合計

1,946 8.0 1,921 7.7 2,030 8.3

固定資産合計 11,550 47.5 11,929 47.8 11,963 48.8

資産合計 24,330 100.0 24,936 100.0 24,514 100.0

 



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年12月31日)

当中間連結会計期間末

(平成19年12月31日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比

(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形及び買掛金
※１
※４

4,205 4,496 4,106

２ 短期借入金 ※１ 7,590 7,653 7,398

３ 未払法人税等 52 34 63

４ 賞与引当金 47 49 66

５ その他
※１ 
※４

872 727 796

流動負債合計 12,768 52.5 12,961 52.0 12,431 50.7

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 ※１ 4,354 4,633 4,780

２ 再評価に係る 
  繰延税金負債

527 517 517

３ 退職給付引当金 1,346 1,316 1,344

４ 役員退職慰労引当金 115 134 127

５ 負ののれん 71 42 57

６ その他 177 165 165

固定負債合計 6,593 27.1 6,810 27.3 6,992 28.5

負債合計 19,362 79.6 19,771 79.3 19,424 79.2

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

１ 資本金 1,264 5.1 1,264 5.1 1,264 5.1

２ 利益剰余金 3,155 13.0 3,306 13.2 3,204 13.1

３ 自己株式 △5 △0.0 △7 △0.0 △6 △0.0

株主資本合計 4,414 18.1 4,563 18.3 4,461 18.2

Ⅱ 評価・換算差額等

１ その他有価証券 
  評価差額金

58 0.2 64 0.3 94 0.4

２ 土地再評価差額金 △37 △0.1 △52 △0.2 △52 △0.2

３ 為替換算調整勘定 126 0.5 154 0.6 158 0.6

評価・換算差額等合計 148 0.6 167 0.7 200 0.8

Ⅲ 少数株主持分 405 1.7 433 1.7 428 1.8

純資産合計 4,968 20.4 5,164 20.7 5,090 20.8

負債純資産合計 24,330 100.0 24,936 100.0 24,514 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 20,004 100.0 20,965 100.0 38,924 100.0

Ⅱ 売上原価 16,991 84.9 17,972 85.7 33,170 85.2

売上総利益 3,013 15.1 2,992 14.3 5,754 14.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費

１ 荷造運送費 194 226 356

２ 貸倒引当金繰入額 24 34 95

３ 役員報酬 72 84 160

４ 給与手当 1,162 1,139 2,320

５ 賞与引当金繰入額 47 49 66

６ 退職給付費用 88 90 168

７ 役員退職慰労
引当金繰入額

11 11 13

８ 法定福利費 146 147 290

９ 賃借料 119 123 239

10 減価償却費 73 78 148

11 その他 660 2,600 13.0 739 2,727 13.0 1,305 5,163 13.3

営業利益 413 2.1 265 1.3 591 1.5

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 2 3 5

２ 仕入割引 61 63 122

３ 負ののれん償却額 18 14 33

４ 不動産賃貸収入 25 23 45

５ 持分法による
投資利益

― 24 0

６ 為替差益 16 ― 37

７ その他 29 154 0.8 37 166 0.8 55 300 0.8

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 131 152 275

２ 持分法による
投資損失

15 ― ─

３ その他 28 174 0.9 33 186 0.9 52 328 0.8

経常利益 393 2.0 245 1.2 563 1.5

Ⅵ 特別利益

１ 固定資産売却益 ※１ 3 1 13

２ 貸倒引当金戻入額 ─ 22 ─

３ 保険補填金 25 ─ 25

４ 受取補償金 196 ─ 196

５ その他 19 244 1.2 0 23 0.1 13 249 0.6

Ⅶ 特別損失

１ 固定資産除却損 ※２ 69 2 73

２ 固定資産圧縮損 168 ─ 168

３ 減損損失 ※３ ─ ─ 77

４ 投資有価証券評価損 ─ 8 ─

５ 貸倒引当金繰入額 ─ 4 104

６ 会員権償還損 ─ 2 ─

７ その他 30 267 1.3 2 20 0.1 30 453 1.2

税金等調整前 
中間(当期)純利益

370 1.9 248 1.2 358 0.9

法人税、住民税 
及び事業税

73 51 110

法人税等調整額 △3 69 0.4 67 118 0.6 △103 7 0.0

少数株主利益 42 0.2 5 0.0 59 0.1

中間(当期)純利益 257 1.3 124 0.6 291 0.8



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日) 

 
  

 
  

(単位 百万円)

株主資本

資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年６月30日残高 1,264 2,919 △5 4,179

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △21 △21

 中間純利益 257 257

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 ─ 235 △0 235

平成18年12月31日残高 1,264 3,155 △5 4,414

(単位 百万円)

評価・換算差額等
少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年６月30日残高 73 △37 86 121 348 4,649

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △21

 中間純利益 257

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△14 ─ 40 26 56 83

中間連結会計期間中の変動額合計 △14 ─ 40 26 56 318

平成18年12月31日残高 58 △37 126 148 405 4,968



当中間連結会計期間(自 平成19年７月１日 至 平成19年12月31日) 

 
  

 
  

(単位 百万円)

株主資本

資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年６月30日残高 1,264 3,204 △6 4,461

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △21 △21

 中間純利益 124 124

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 ─ 102 △0 101

平成19年12月31日残高 1,264 3,306 △7 4,563

(単位 百万円)

評価・換算差額等
少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年６月30日残高 94 △52 158 200 428 5,090

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △21

 中間純利益 124

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△29 ─ △3 △32 4 △27

中間連結会計期間中の変動額合計 △29 ─ △3 △32 4 73

平成19年12月31日残高 64 △52 154 167 433 5,164



前連結会計年度(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 

 
  

 
  

(単位 百万円)

株主資本

資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年６月30日残高 1,264 2,919 △5 4,179

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △21 △21

 当期純利益 291 291

 自己株式の取得 △1 △1

 株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額)

14 14

連結会計年度中の変動額合計 ─ 284 △1 282

平成19年６月30日残高 1,264 3,204 △6 4,461

(単位 百万円)

評価・換算差額等
少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年６月30日残高 73 △37 86 121 348 4,649

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △21

 当期純利益 291

 自己株式の取得 △1

 株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額)

21 △14 71 78 79 171

連結会計年度中の変動額合計 21 △14 71 78 79 440

平成19年６月30日残高 94 △52 158 200 428 5,090



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による
キャッシュ・フロー

１ 税金等調整前中間(当期)
純利益

370 248 358

２ 減価償却費 200 223 428

３ 貸倒引当金の増加額
(△減少額)

― △49 163

４ 退職給付引当金の増加額
(△減少額)

13 △28 11

５ 受取利息及び配当金 △5 △6 △11

６ 負ののれん償却額 △18 △14 △33

７ 支払利息 131 152 275

８ 持分法による投資利益 ― △24 △0

９ 持分法による投資損失 15 ─ ─

10 収用による移転補償収益 △196 ─ △196

11 固定資産圧縮損 168 ─ 168

12 固定資産除却損 69 2 73

13 売上債権の減少額
(△増加額)

△1,468 △627 △799

14 たな卸資産の減少額
(△増加額)

△169 △134 △244

15 前渡金の減少額
(△増加額)

△20 22 △4

16 破産債権・更生債権その他
これらに準ずる債権の 
減少額(△増加額)

△19 91 △108

17 仕入債務の増加額
(△減少額)

737 392 420

18 未払金の増加額
(△減少額)

△112 △26 △226

19 流動資産その他の減少額
(△増加額)

─ 139 △107

20 その他 △8 △6 89

小計 △315 354 255

21 利息及び配当金の受取額 9 8 15

22 利息の支払額 △123 △151 △268

23 法人税等の支払額 △71 △87 △96

営業活動による 
キャッシュ・フロー

△499 123 △93

Ⅱ 投資活動による
キャッシュ・フロー

１ 補償金による収入 46 ─ 67

２ 有形固定資産
の取得による支出

△438 △282 △1,024

３ 有形固定資産
の売却による収入

4 6 53

４ 定期預金の預入れに 
  よる支出

△14 △14 △48

５ 定期預金の払戻しに
  よる収入

21 21 48

６ 会員権償還による収入 ─ 24 ─

７ その他 △47 △11 21

投資活動による 
キャッシュ・フロー

△427 △256 △881



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による
キャッシュ・フロー

１ 短期借入金純増減 1,496 267 1,575

２ 長期借入金による収入 560 550 1,810

３ 長期借入金
の返済による支出

△1,103 △708 △2,201

４ 親会社の
配当金による支出

△21 △20 △21

５ 少数株主への
配当金による支出

△2 △6 △37

６ その他 △1 △1 △2

財務活動による 
キャッシュ・フロー

927 80 1,122

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額

1 △0 8

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額（△減少額）

1 △52 155

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高

1,093 1,249 1,093

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

※１ 1,095 1,196 1,249



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

１ 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ５社

主要な連結子会社の名称

昭和電機産業株式会社

直江津臨港生コン株式会社

烟台高見澤混凝土有限公司

淄博高見澤混凝土有限公司

オギワラ精機株式会社

１ 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ６社

主要な連結子会社の名称

昭和電機産業株式会社

直江津臨港生コン株式会社

烟台高見澤混凝土有限公司

淄博高見澤混凝土有限公司

オギワラ精機株式会社

株式会社アグリトライ

１ 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ６社

主要な連結子会社の名称

昭和電機産業株式会社

直江津臨港生コン株式会社

烟台高見澤混凝土有限公司

淄博高見澤混凝土有限公司

オギワラ精機株式会社

株式会社アグリトライ

(注)  株式会社アグリトライは平
成19年３月30日の株式取得に
伴い当連結会計年度より連結
子会社となりました。 
 なお、みなし取得日を平成
19年３月31日としているた
め、当連結会計年度はみなし
取得日現在の貸借対照表のみ
を連結しております。

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社

山東建澤混凝土有限公司１社で

あります。

(2)   ──────  

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社

同左

(2) 持分法を適用しない関連会社
の名称 
 テレビ北信ケーブルビジョン
株式会社 
持分法を適用しない理由 
 持分法非適用会社は、中間純
損益及び利益剰余金等に及ぼす
影響が軽微であり、かつ全体と
しても重要性がないため、持分
法の適用から除外しておりま
す。

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社

同左

(2) 持分法を適用しない関連会社
の名称 
 テレビ北信ケーブルビジョン
株式会社 
持分法を適用しない理由 
 持分法非適用会社は、当期純
損益及び利益剰余金等に及ぼす
影響が軽微であり、かつ全体と
しても重要性がないため、持分
法の適用から除外しておりま
す。

(3) 持分法適用会社である山東建
澤混凝土有限公司の中間決算日
は６月30日でありますが、10月
31日を仮中間決算日とした中間
決算を行い持分法を適用してお
ります。

(3)     同左 (3) 持分法適用会社である山東建
澤混凝土有限公司の決算日は12
月31日でありますが、４月30日
を仮決算日とした決算を行い持
分法を適用しております。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

在外子会社である烟台高見澤
混凝土有限公司及び淄博高見澤
混凝土有限公司の中間決算日は
６月30日であり、中間連結財務
諸表の作成に当たって10月31日
を仮決算日とした中間決算を行
っております。
なお、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引について
は、連結上必要な調整を行って
おります。
その他の連結子会社の中間決

算日は中間連結決算日と一致し
ております。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

在外子会社である烟台高見澤
混凝土有限公司及び淄博高見澤
混凝土有限公司の中間決算日は
６月30日であり、中間連結財務
諸表の作成に当たって10月31日
を仮決算日とした中間決算を行
っております。
なお、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引について
は、連結上必要な調整を行って
おります。
また、国内連結子会社である

株式会社アグリトライは当中間
連結会計期間において決算期変
更を行い中間決算日を12月31日
としたため、当中間連結財務諸
表上、平成19年４月１日から平
成19年12月31日までの財務諸表
を使用しております。
その他の連結子会社の中間決

算日は中間連結決算日と一致し
ております。

３ 連結子会社の事業年度に関する

事項

国内連結子会社である株式会
社アグリトライの決算日は３月
31日であります。また、在外子
会社である烟台高見澤混凝土有
限公司及び淄博高見澤混凝土有
限公司の決算日は12月31日であ
り、連結財務諸表の作成に当た
って４月30日を仮決算日とした
決算を行っております。
なお、連結決算日との間に生

じた重要な取引に関しては連結
決算上必要な調整を行っており
ます。
その他の連結子会社の決算日

は連結決算日と一致しておりま
す。



 

前中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

 中間連結会計期間末日の

市場価格等に基づく時価法

(評価差額は部分純資産直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定）

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算末日の市場価格等に

基づく時価法

(評価差額は部分純資産直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

② たな卸資産

主として、総平均法による

原価法

② たな卸資産

同左

② たな卸資産

同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

① 有形固定資産

当社及び国内連結子会社は

定率法を採用し、在外子会社

については定額法を採用して

おります。

ただし、平成10年４月1日

以降取得した建物(建物附属

設備を除く。)については定

額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。

建物及び構築物

10年～50年

機械装置及び運搬具

４年～12年

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

① 有形固定資産

同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

① 有形固定資産

当社及び国内連結子会社は

定率法を採用し、在外子会社

については定額法を採用して

おります。

ただし、平成10年４月1日

以降取得した建物(建物附属

設備を除く。)については定

額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。

建物及び構築物

10年～50年

機械装置及び運搬具

４年～12年

（減価償却方法の変更） 

 当連結会計年度から、法人税

法の改正に伴い、平成19年４月

１日以降取得の固定資産につい

ては、改正法人税法に規定する

償却方法により、減価償却費を

計上しております。 

 なお、この変更に伴う売上総

利益、営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益に与え

る影響は軽微であります。

② 無形固定資産

定額法によっております。

ただし、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基

づく定額法

② 無形固定資産

同左

② 無形固定資産

同左

 



前中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、当社及び国内連

結子会社において、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

なお、在外連結子会社は、

個別に債権の回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上

しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

同左

② 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備え

るため、支給見込額基準によ

り計上しております。

② 賞与引当金

同左

② 賞与引当金

同左

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。

数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数(10年)

による定額法により、発生の

翌連結会計年度から費用処理

しております。

③ 退職給付引当金

同左

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生して

いると認められる額を計上し

ております。

数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数(10年)

による定額法により、発生の

翌連結会計年度から費用処理

しております。

④ 役員退職慰労引当金

当社及び連結子会社２社

(昭和電機産業株式会社及び

オギワラ精機株式会社)は役

員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規による中間連結

会計期間末要支給額を計上し

ております。

④ 役員退職慰労引当金

同左

④ 役員退職慰労引当金

当社及び連結子会社２社

(昭和電機産業株式会社及び

オギワラ精機株式会社)は役

員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規による期末要支

給額を計上しております。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、

在外子会社等の資産及び負債

は、中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は純資産の

部における為替換算調整勘定及

び少数株主持分に含めておりま

す。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

同左

(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外

子会社等の資産及び負債は、決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部における

為替換算調整勘定及び少数株主

持分に含めております。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

(5) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、

特例処理の要件を満たしてい

るため、特例処理を採用して

おります。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

金利スワップ

（ヘッジ対象）

借入金の利息

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③ ヘッジ方針

当社グループは、借入金の

金利変動リスクを回避する目

的で金利スワップ取引を行っ

ており、ヘッジ対象の識別は

個別契約毎に行っておりま

す。

③ ヘッジ方針

同左

③ ヘッジ方針

同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについては、

特例処理の要件を満たしてい

るため、有効性の判定を省略

しております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

(7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

① 消費税等の会計処理

税抜方式を採用しておりま

す。

② 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しており

ます。

(7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

① 消費税等の会計処理

同左

② 連結納税制度の適用

同左

(7) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

① 消費税等の会計処理

同左

② 連結納税制度の適用

同左

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金、要

求払預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する流動性の高い短期投

資からなっております。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、要求払

預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する流動性の高い短期投資

からなっております。



次へ 

表示方法の変更 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日)

（中間連結貸借対照表） 

 「連結調整勘定」は、当中間連結会計期間から「負の

のれん」として表示しております。 

（中間連結損益計算書） 

 「連結調整勘定償却」は、当中間連結会計期間から

「負ののれん償却額」として表示しております。 

 前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました特別

利益の「貸倒引当金戻入額（当中間連結会計期間17百万

円）は特別利益の総額の百分の十以下となったため、

「償却債権取立益」（同１百万円）は明瞭性を高めるた

め、当中間連結会計期間より「その他」に含めて表示し

ております。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 「連結調整勘定償却」は、当中間連結会計期間から

「負ののれん償却額」として表示しております。 

 前中間連結会計期間において営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「前渡金の減少額（△増加額）」（前中間連結会計期間

10百万円）「未払金の増加額（△減少額）」（同△12百

万円）については重要性が増したため、当中間連結会計

期間より区分掲記しております。 

 前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました営業

活動によるキャッシュ・フローの「貸倒引当金の増加額

（△減少額）」（当中間連結会計期間△７百万円）「賞

与引当金の増加額（△減少額）」（同１百万円）「役員

退職慰労引当金の増加額（△減少額）」（同９百万円）

「固定資産売却益」（同△３百万円）「固定資産売却

損」（同０百万円）「敷金保証金の減少額（△増加

額）」（同１百万円）「前受金の増加額（△減少額）」

（同△１百万円）は明瞭性を高めるため、当中間連結会

計期間より「その他」に含めて表示しております。 

 前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました投資

活動によるキャッシュ・フローの「無形固定資産の取得

による支出」（当中間連結会計期間△１百万円）「投資

有価証券の取得による支出」（同△０百万円）「貸付に

よる支出」（同△６百万円）「貸付金の回収による収

入」（同６百万円）は明瞭性を高めるため、当中間連結

会計期間より「その他」に含めて表示しております。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「貸倒引当金の増加額（△減少額）」（前中間連結会計

期間△７百万円）「流動資産その他の減少額（△増加

額）」（同△23百万円）については重要性が増したた

め、当中間連結会計期間より区分掲記しております。  

 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年12月31日)

当中間連結会計期間末
(平成19年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成19年６月30日)

 

 

※１ 担保に供している資産

現金及び預金 329百万円

受取手形及び 
売掛金

815百万円

たな卸資産 186百万円

建物及び構築物 1,635百万円

土地 4,770百万円

投資有価証券 287百万円

計 8,024百万円

担保権によって担保されてい

る債務

支払手形 
及び買掛金

299百万円

短期借入金 4,973百万円

流動負債 
(その他)

2百万円

長期借入金 4,354百万円

計 9,630百万円

(注) なお、公共工事履行契約につ

いての金融機関保証０百万円

に対し、現金及び預金50百万

円を担保に供しております。

 

 

※１ 担保に供している資産

現金及び預金 329百万円

受取手形及び
売掛金

782百万円

たな卸資産 292百万円

建物及び構築物 1,719百万円

土地 4,902百万円

投資有価証券 282百万円

計 8,307百万円

担保権によって担保されてい

る債務

支払手形
及び買掛金

299百万円

短期借入金 5,484百万円

流動負債
(その他)

2百万円

長期借入金 4,555百万円

計 10,341百万円

(注) なお、公共工事履行契約につ

いての金融機関保証11百万円

に対し、現金及び預金50百万

円を担保に供しております。

 

 

※１ 担保に供している資産

現金及び預金 329百万円

受取手形及び 
売掛金

931百万円

たな卸資産 292百万円

建物及び構築物 1,626百万円

土地 4,902百万円

投資有価証券 313百万円

計 8,396百万円

担保権によって担保されてい

る債務

支払手形
及び買掛金

224百万円

短期借入金 5,230百万円

流動負債
(その他)

1百万円

長期借入金 4,780百万円

計 10,237百万円

(注) なお、公共工事履行契約につ

いての金融機関保証６百万円

に対し、現金及び預金50百万

円を担保に供しております。

 

２ 偶発債務

下記のとおり債務保証を行っ

ております。

被保証人名 保証内容
保証額 

（百万円）

㈲エコプラニング 銀行借入金 158

信州生コン㈱ 銀行借入金 328

計 ─ 487

(注) 信州生コン㈱への債務保証

は、株主９社の連帯保証であ

ります。

 

２ 偶発債務

下記のとおり債務保証を行っ

ております。

被保証人名 保証内容
保証額 

（百万円）

㈲エコプラニング 銀行借入金 152

信州生コン㈱ 銀行借入金 108

計 ─ 261

(注) 信州生コン㈱への債務保証

は、株主９社の連帯保証であ

ります。

 

２ 偶発債務

下記のとおり債務保証を行っ

ております。

被保証人名 保証内容
保証額 

（百万円）

㈲エコプラニング 銀行借入金 155

信州生コン㈱ 銀行借入金 268

計 ─ 424

(注) 信州生コン㈱への債務保証

は、株主９社の連帯保証であ

ります。

３ 手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形 
割引高

30百万円

受取手形裏書 
譲渡高

2,250百万円

３ 手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形
割引高

36百万円

受取手形裏書
譲渡高

1,987百万円

３ 手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形
割引高

38百万円

受取手形裏書 
譲渡高

1,893百万円

※４ 中間連結会計期間末日満期手

形の処理

中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してお

ります。

なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が、当中間連結会計期

間末残高に含まれております。

受取手形 167百万円

支払手形 187百万円

設備支払手形 
(流動負債その他)

16百万円

※４ 中間連結会計期間末日満期手

形の処理

中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してお

ります。

なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が、当中間連結会計期

間末残高に含まれております。

受取手形 176百万円

支払手形 241百万円

設備支払手形
(流動負債その他)

0百万円
 

※４ 当連結会計年度末日満期手形

の処理

期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって

決済処理しております。

なお、当連結会計年度末日が

金融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形が、期末日

残高に含まれております。

受取手形 221百万円

支払手形 207百万円

設備等支払手形 
(流動負債その他)

10百万円



 

前中間連結会計期間末 
(平成18年12月31日)

当中間連結会計期間末
(平成19年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成19年６月30日)

※５ 圧縮記帳額

石油・オート事業の用地の一

部が北陸新幹線の建設用地とし

て収用されたため、代替資産に

ついて圧縮記帳を行っておりま

す。取得価格から控除している

圧縮記帳額は次のとおりであり

ます。

建物及び構築物 107百万円

機械装置及び 
運搬具

51百万円

有形固定資産 
(その他)

8百万円

計 168百万円

※５ 圧縮記帳額

―――――――

※５ 圧縮記帳額

石油・オート事業の用地の一

部が北陸新幹線の建設用地とし

て収用されたため、代替資産に

ついて圧縮記帳を行っておりま

す。取得価額から控除している

圧縮記帳額は次のとおりであり

ます。

建物及び構築物 107百万円

機械装置及び 
運搬具

51百万円

有形固定資産 
(その他)

８百万円

計 168百万円

 



次へ 

(中間連結損益計算書関係) 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

 

※１ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。

機械装置及び 
運搬具

3百万円

計 3百万円

※１ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。

機械装置及び
運搬具

1百万円

土地 0百万円

計 1百万円

※１ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。

機械装置及び 
運搬具

6百万円

その他 7百万円

計 13百万円

※２ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。

建物及び構築物 57百万円

機械装置及び 
運搬具

7百万円

有形固定資産 
(その他)

0百万円

無形固定資産 3百万円

投資その他の 
資産(その他)

0百万円

計 69百万円

 

※２ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び
運搬具

0百万円

その他 0百万円

計 2百万円

 

※２ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。

建物及び構築物 62百万円

機械装置及び 
運搬具

3百万円

その他 3百万円

無形固定資産 3百万円

計 73百万円

※３ 減損損失

―――――――

※３ 減損損失

―――――――

 

※３ 減損損失

当社グループは、以下の資産グ
ループについて減損損失を計上し
ました。

用途 種類 場所

電設資材事業 
長岡支店

土地・建物
及び 

構築物他

新潟県 
長岡市

電設資材事業 
松本支店

土地・建物
及び構築物

長野県 
松本市

電設資材事業 
飯田営業所

建物及び 
構築物他

長野県 
飯田市

石油・オート事業
中野給油所

土地・建物
及び構築物

長野県 
中野市

石油・オート事業
善光寺給油所

土地
長野県 
長野市

石油・オート事業
平林給油所

リース資産
長野県 
長野市

当社グループは、事業所・営業
店舗毎に概ね独立したキャッシ
ュ・フローを生み出す 小の単位
にてグルーピングを行っておりま
す。 
 電設資材事業の支店営業所は、
取締役会において移転が決議され
早期に売却処分することが決定さ
れました。また、石油・オート事
業部の給油所は、原油価格の高騰
による仕入原価が上昇し、販売競
争の激化により販売価格に転嫁で
きず、収益性が著しく低下してお
ります。以上により帳簿価額を回
収可能価額まで減額し、当該減少
額を減損損失（77百万円）として
特別損失に計上いたしました。
その内訳は、土地48百万円、建

物及び構築物22百万円、リース資
産６百万円であります。
なお、当資産グループの回収可

能価額は使用価値により測定して
おり、電設資材事業は主要な資産
の経済的残存使用年数が１年以内
であることから現在価値に割り引
いておらず、石油・オート事業
は、将来キャッシュ・フローを
1.4％で割り引いて算定しており
ます。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日) 
  

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   2,672株 

  
３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
  

  

当中間連結会計期間(自 平成19年７月１日 至 平成19年12月31日) 
  

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   2,570株 

  
３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 8,792,000 － － 8,792,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 27,076 2,672 － 29,748

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年９月27日 
定時株主総会

普通株式 21百万円 ２円50銭 平成18年６月30日 平成18年９月28日

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 8,792,000 ─ ─ 8,792,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 33,580 2,570 ─ 36,150

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成19年９月26日 
定時株主総会

普通株式 21百万円 ２円50銭 平成19年６月30日 平成19年９月27日



前連結会計年度(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 
  

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   6,504株 

  
３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

(2) 当該連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 8,792,000 － － 8,792,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 27,076 6,504 ─ 33,580

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年９月27日 
定時株主総会

普通株式 21百万円 ２円50銭 平成18年６月30日 平成18年９月28日

決議 株式の種類
配当金 
の原資

配当金
の総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年９月26日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 21百万円 ２円50銭 平成19年６月30日 平成19年９月27日



前へ   次へ 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との

関係

現金及び 
預金勘定

1,477百万円

預入期間が
３か月を超える
定期預金

△382百万円

現金及び 
現金同等物

1,095百万円

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との

関係

現金及び
預金勘定

1,578百万円

預入期間が
３か月を超える
定期預金

△381百万円

現金及び
現金同等物

1,196百万円

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に記載され

ている科目の金額との関係

現金及び
預金勘定

1,638百万円

預入期間が
３か月を超える 
定期預金

△388百万円

現金及び
現金同等物

1,249百万円

――――――― ――――――― ※２ 株式の取得により新たに連結

子会社となった会社の資産及び

負債の主な内訳

 株式の取得により新たに株式

会社アグリトライを連結したこ

とに伴う連結開始時の資産及び

負債の内訳並びに株式の取得価

格と取得のための収入（純額）

との関係は次のとおりでありま

す。

流動資産 230百万円

固定資産 34百万円

流動負債 △219百万円

固定負債 △1百万円

負ののれん △0百万円

少数株主持分 △21百万円

株式の取得価格 23百万円

現金及び
現金同等物

△104百万円

差引：新規連結
子会社の取得に
よる収入

81百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 

１ 借主側

(1)リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)
機械装置 
及び 
運搬具

617 332 285

有形固定 
資産 
(その他)

157 56 101

無形固定 
資産

142 67 75

合計 918 456 461

 

１ 借主側

(1)リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価
額相当
額(百
万円)

減価償
却累計
額相当
額(百
万円)

減損損
失累計
額相当
額(百
万円)

中間期
末残高
相当額
(百万
円)

機械装 
置及び 
運搬具

563 285 2 275

有形固 
定資産 
(その 
他）

167 88 2 77

無形固 
定資産

106 58 － 48

合計 838 431 4 401

 

１ 借主側

(1)リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価
額相当
額(百
万円)

減価償
却累計
額相当
額(百
万円)

減損損
失累計
額相当
額(百
万円)

期末残
高相当
額(百
万円)

機械装
置及び 
運搬具

501 262 3 235

有形固
定資産 
(その 
他)

157 72 2 83

無形固
定資産

146 83 － 62

合計 805 418 6 380

 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 163百万円

１年超 327百万円

 合計 491百万円

 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 150百万円

１年超 281百万円

 合計 431百万円

リース資産減損
勘定期末残高

4百万円

 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 146百万円

１年超 267百万円

合計 414百万円

リース資産減損
勘定期末残高

6百万円

 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 100百万円

減価償却費 
相当額

89百万円

支払利息相当額 9百万円

 

(3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 93百万円

リース資産減損
勘定の取崩額

1百万円

減価償却費
相当額

82百万円

支払利息相当額 8百万円

 

(3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失

支払リース料 195百万円

リース資産減損 
勘定の取崩額

－百万円

減価償却費
相当額

174百万円

支払利息相当額 18百万円

減損損失 6百万円

(4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件

の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息

法によっております。

利息相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

同左



前へ   次へ 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

２ 貸主側

未経過リース料中間期末残高相

当額

２ 貸主側

未経過リース料中間期末残高相

当額

２ 貸主側

未経過リース料期末残高相当額

１年以内 4百万円

１年超 13百万円

 合計 18百万円

１年以内 4百万円

１年超 9百万円

 合計 13百万円

１年以内 4百万円

１年超 11百万円

合計 15百万円

(注)  上記は、すべて転貸リース

取引に係る貸主側の未経過リ

ース料中間期末残高相当額で

あります。

なお、当該転貸リース取引

は、おおむね同一の条件で第

三者にリースしておりますの

で、ほぼ同額の残高が上記の

借主側の未経過リース料中間

期末残高相当額に含まれてお

ります。

同左 (注)  上記は、すべて転貸リース

取引に係る貸主側の未経過リ

ース料期末残高相当額であり

ます。

なお、当該転貸リース取引

は、おおむね同一の条件で第

三者にリースしておりますの

で、ほぼ同額の残高が上記の

借主側の未経過リース料期末

残高相当額に含まれておりま

す。

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損

失はありません。

（減損損失について）

同左



(有価証券関係) 
前中間連結会計期間末(平成18年12月31日) 

  
１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価格であります。 

減損処理にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につ

いて減損処理を行うこととしております。 

なお、当中間連結会計期間において、減損処理を行ったその他有価証券はありません。 

  
２ 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

当中間連結会計期間末(平成19年12月31日) 
  

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
(注) 表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価格であります。 

減損処理にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につ

いて減損処理を行うこととしております。 

なお、当中間連結会計期間において、減損処理を行ったその他有価証券はありません。 

  
２ 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

中間連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの
 ① 株式 166 264 98
 ② 債券 4 5 0

小計 171 270 98
中間連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの
 ① 株式 104 97 △6

小計 104 97 △6
合計 276 368 91

その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

 非上場株式 22

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

中間連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの
 ① 株式 223 305 82
 ② 債券 4 5 0

小計 228 311 83
中間連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの
 ① 株式 45 34 △11

小計 45 34 △11
合計 273 345 72

区分 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

（1）その他有価証券

  非上場株式 9

合計 9

（2）子会社株式及び関連会社株式

  関連会社株式 12

合計 12



前へ 

前連結会計年度末(平成19年６月30日) 
  

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
(注) 表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価格であります。 

減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について

減損処理を行っております。 

なお、当連結会計年度において、減損処理を行ったその他有価証券はありません。 

  
２ 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末（平成18年12月31日） 
該当事項はありません。 
なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象か

ら除いております。 
  

当中間連結会計期間末（平成19年12月31日） 
該当事項はありません。 
なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象か

ら除いております。 
  

前連結会計年度末（平成19年６月30日） 
該当事項はありません。 
なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象か

ら除いております。 

  

(ストック・オプション等関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 
該当事項はありません。 
  

当中間連結会計期間（自 平成19年７月１日 至 平成19年12月31日） 
該当事項はありません。 
  

前連結会計年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 
該当事項はありません。 

  

  
  
  
  

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表 
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価 
を超えるもの
 ① 株式 223 349 126
 ② 債券 4 5 0

小計 228 355 126

連結貸借対照表計上額が取得原価 
を超えないもの
 ① 株式 45 42 △2

小計 45 42 △2

合計 273 397 124

その他有価証券 連結貸借対照表計上額(百万円)

 非上場株式 22



(セグメント情報) 
【事業の種類別セグメント情報】 

  

 
(注) １ 事業区分は製品・商品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、建設資材事業、電設資材事業、石油・

オート事業、請負工事事業、その他事業に区分しております。 
２ 各事業区分に属する主要内容 
建設資材事業………コンクリート二次製品、生コンクリート・砂利・砂の製造販売、セメント他建設資材の販

売 
電設資材事業………電設資材、産業機器、空調システム等の販売 
石油・オート事業…石油製品の販売、自動車の販売・整備 
請負工事事業………土木建築の請負、建築工事、建造物の解体工事 
その他事業…………貨物自動車運送、一般廃棄物、産業廃棄物の処理処分とその収集運搬事業、青果物の販

売、肥料の販売、食品加工・販売、コーンコブの輸入販売、不動産売買・媒介及び管理、
損害保険代理業務、ゴルフ練習場の経営、飲食店の経営、ミネラルウォーターの販売、農
業用機械の製造販売 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は104百万円であり、その主なもの
は、特定のセグメントに区分できない管理部門に係る費用であります。 

  

 
(注) １ 事業区分は製品・商品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、建設資材事業、電設資材事業、石油・

オート事業、請負工事事業、その他事業に区分しております。 
２ 各事業区分に属する主要内容 
建設資材事業………コンクリート二次製品、生コンクリート・砂利・砂の製造販売、セメント他建設資材の販

売 
電設資材事業………電設資材、産業機器、空調システム等の販売 
石油・オート事業…石油製品の販売、自動車の販売・整備 
請負工事事業………土木建築の請負、建築工事、建造物の解体工事 
その他事業…………貨物自動車運送、一般廃棄物、産業廃棄物の処理処分とその収集運搬事業、青果物の販

売、肥料の販売、食品加工・販売、コーンコブの輸入販売、不動産売買・媒介及び管理、
損害保険代理業務、ゴルフ練習場の経営、飲食店の経営、ミネラルウォーターの製造販
売、農業用機械の製造販売 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は49百万円であり、その主なものは、
特定のセグメントに区分できない管理部門に係る費用であります。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

建設資材 
事業 

(百万円)

電設資材 
事業 

(百万円)

石油・
オート 
事業 

(百万円)

請負工事
事業 

(百万円)

その他
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対
する売上高

4,239 10,592 3,411 269 1,492 20,004 ― 20,004

(2) セグメント間の
内部売上高又
は振替高

67 3 155 236 94 556 (556) ―

計 4,306 10,595 3,566 506 1,586 20,561 (556) 20,004

営業費用 4,057 10,433 3,567 500 1,488 20,047 (455) 19,591

営業利益又は 
営業損失（△）

248 162 △0 5 97 513 (100) 413

当中間連結会計期間
(自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日)

建設資材 
事業 

(百万円)

電設資材 
事業 

(百万円)

石油・
オート 
事業 

(百万円)

請負工事
事業 

(百万円)

その他
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対
する売上高

4,760 10,269 3,207 939 1,788 20,965 ― 20,965

(2) セグメント間の
内部売上高又
は振替高

62 4 174 17 121 379 (379) ―

計 4,822 10,274 3,381 957 1,909 21,344 (379) 20,965

営業費用 4,668 10,193 3,387 975 1,813 21,037 (337) 20,700

営業利益又は 
営業損失（△）

153 81 △5 △17 95 307 (41) 265



 
(注) １ 事業区分は製品・商品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、建設資材事業、電設資材事業、石油・

オート事業、請負工事事業、その他事業に区分しております。 
２ 各事業区分に属する主要内容 
建設資材事業………コンクリート二次製品、生コンクリート・砂利・砂の製造販売、セメント他建設資材の販

売 
電設資材事業………電設資材、産業機器、空調システム等の販売 
石油・オート事業…石油製品の販売、自動車の販売・整備 
請負工事事業………土木建築の請負、建築工事 
その他事業…………貨物自動車運送、一般廃棄物、産業廃棄物の処理処分とその収集運搬事業、青果物の販

売、肥料の販売、食品加工・販売、コーンコブの輸入販売、不動産売買・媒介及び管理、
損害保険代理業務、ゴルフ練習場の経営、飲食店の経営、ミネラルウォーターの製造販
売、農業用機械の製造販売 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は63百万円であり、その主なものは、
親会社の総務経理部門に係る費用であります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日)、当中間連結会計期間(自
平成19年７月１日 至 平成19年12月31日)及び前連結会計年度(自 平成18年７月１日 至 平成19
年６月30日) 
全セグメントの売上高の合計額に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日)、当中間連結会計期間(自
平成19年７月１日 至 平成19年12月31日)及び前連結会計年度(自 平成18年７月１日 至 平成19
年６月30日) 
海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

(企業結合等関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 
該当事項はありません。 

  
当中間連結会計期間（自 平成19年７月１日 至 平成19年12月31日） 

該当事項はありません。 
  

前連結会計年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 
該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

建設資材 
事業 

(百万円)

電設資材 
事業 

(百万円)

石油・
オート 
事業 

(百万円)

請負工事
事業 

(百万円)

その他
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対 
  する売上高

8,494 20,491 6,570 472 2,894 38,924 ─ 38,924

(2) セグメント間の 
  内部売上高又 
  は振替高

103 9 291 257 184 845 (845) ─

計 8,598 20,500 6,861 730 3,078 39,770 (845) 38,924

営業費用 8,228 20,273 6,878 731 3,006 39,118 (784) 38,333

営業利益又は 
営業損失（△）

370 227 △16 △1 72 652 (61) 591



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり純資産額及び１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

   

１ １株当たり純資産額 

 
   

２ １株当たり中間（当期）純利益 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

１株当たり純資産額
520.69円

１株当たり純資産額
540.34円

１株当たり純資産額
532.29円

１株当たり中間純利益
29.43円

１株当たり中間純利益
14.20円

１株当たり当期純利益
33.29円

なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、潜在株式が
ないため、記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、潜在株式が
ないため、記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益については、潜在株式が
ないため、記載しておりません。

前中間連結会計期間末

(平成18年12月31日)

当中間連結会計期間末

(平成19年12月31日)

前連結会計年度末

（平成19年６月30日）

純資産の部の合計額（百万円） 4,968 5,164 5,090

純資産の部の合計額から控除する金額 
（百万円）

405 433 428

（うち少数株主持分） （405） （433） （428）

普通株式に係る純資産額（百万円） 4,562 4,731 4,661

1株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式の数（株）

8,762,252 8,755,850 8,758,420

前中間連結会計期間

(自 平成18年７月１日

至 平成18年12月31日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年７月１日

至 平成19年12月31日)

前連結会計年度

(自 平成18年７月１日

至 平成19年６月30日)

中間連結損益計算書上の中間（当期）純利
益（百万円）

257 124 291

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万
円）

257 124 291

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ─ ─

普通株式の期中平均株式数（株） 8,763,637 8,757,215 8,762,093



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年12月31日)

当中間会計期間末

(平成19年12月31日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 ※２ 1,008 912 848

２ 受取手形
※２ 
※５

1,064 1,059 1,030

３ 売掛金 1,968 2,142 1,538

４ たな卸資産 ※２ 1,038 1,297 1,183

５ その他 785 735 941

  貸倒引当金 △17 △50 △34

流動資産合計 5,846 38.5 6,097 39.3 5,508 36.6

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※１

(1) 建物
※２ 
※６

1,650 1,602 1,637

(2) 土地 ※２ 3,957 4,031 4,031

(3) その他 ※６ 806 785 819

有形固定資産合計 6,414 42.2 6,418 41.3 6,488 43.0

２ 無形固定資産 153 1.0 156 1.0 153 1.0

３ 投資その他の資産

(1) 関係会社株式 941 977 977

(2) その他 ※２ 2,303 2,401 2,548

  貸倒引当金 △469 △527 △601

投資その他の資産 
合計

2,775 18.3 2,851 18.4 2,924 19.4

固定資産合計 9,344 61.5 9,426 60.7 9,565 63.4

資産合計 15,191 100.0 15,524 100.0 15,073 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年12月31日)

当中間会計期間末

(平成19年12月31日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形
※２ 
※５

1,230 1,437 1,192

２ 買掛金 ※２ 956 977 810

３ 短期借入金 ※２ 3,215 3,469 3,145

４ １年以内返済予定の
長期借入金

※２ 1,645 1,324 1,357

５ 未払法人税等 11 10 13

６ その他
※２ 
※５

485 430 443

流動負債合計 7,543 49.7 7,650 49.3 6,962 46.2

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 ※２ 4,337 4,427 4,685

２ 再評価に係る
繰延税金負債

527 517 517

３ 退職給付引当金 899 867 886

４ 役員退職慰労引当金 62 75 69

５ その他 81 89 84

固定負債合計 5,909 38.9 5,978 38.5 6,242 41.4

負債合計 13,452 88.6 13,628 87.8 13,205 87.6

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

１ 資本金 1,264 8.3 1,264 8.1 1,264 8.3

２ 利益剰余金

(1) 利益準備金 2 4 2

(2) その他利益剰余金

繰越利益剰余金 479 640 596

利益剰余金合計 482 3.1 644 4.1 599 4.0

３ 自己株式 △5 △0.0 △7 △0.0 △6 △0.0

株主資本合計 1,740 11.4 1,901 12.2 1,856 12.3

Ⅱ 評価・換算差額等

１ その他有価証券 
  評価差額金

35 46 63

２ 土地再評価差額金 △37 △52 △52

評価・換算差額等 
合計

△2 △0.0 △5 △0.0 11 0.1

純資産合計 1,738 11.4 1,895 12.2 1,868 12.4

負債純資産合計 15,191 100.0 15,524 100.0 15,073 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

当中間会計期間

(自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 8,176 100.0 8,948 100.0 16,140 100.0

Ⅱ 売上原価 6,662 81.5 7,394 82.6 13,240 82.0

売上総利益 1,514 18.5 1,553 17.4 2,900 18.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,406 17.2 1,427 16.0 2,745 17.0

営業利益 107 1.3 125 1.4 155 1.0

Ⅳ 営業外収益 ※１ 84 87 314

Ⅴ 営業外費用 ※２ 110 130 235

経常利益 81 1.0 82 0.9 234 1.5

Ⅵ 特別利益 ※３ 231 1 238

Ⅶ 特別損失
※４ 
※５

243 14 388

税引前中間(当期) 
純利益

68 0.8 68 0.8 84 0.5

法人税、住民税 
及び事業税

△47 △12 △93

法人税等調整額 0 △47 △0.6 13 0 0.0 △40 △133 △0.8

中間(当期)純利益 115 1.4 67 0.8 217 1.3



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日) 

 
  

 
  

（単位 百万円）

株主資本

資本金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他
利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益
剰余金

平成18年６月30日残高 1,264 ─ 388 388 △5 1,647

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 2 △24 △21 △21

 中間純利益 115 115 115

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 ― 2 91 93 △0 93

平成18年12月31日残高 1,264 2 479 482 △5 1,740

（単位 百万円）

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年６月30日残高 48 △37 11 1,658

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △21

 中間純利益 115

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中変動額(純額)

△13 ― △13 △13

中間会計期間中の変動額合計 △13 ― △13 79

平成18年12月31日残高 35 △37 △2 1,738



当中間会計期間(自 平成19年７月１日 至 平成19年12月31日) 

 
  

 
  

（単位 百万円）

株主資本

資本金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他
利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益
剰余金

平成19年６月30日残高 1,264 2 596 599 △6 1,856

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 2 △24 △21
 
 

△21

 中間純利益 67 67 67

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 ─ 2 43 45 △0 45

平成19年12月31日残高 1,264 4 640 644 △7 1,901

（単位 百万円）

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年６月30日残高 63 △52 11 1,868

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △21

 中間純利益 67

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中変動額(純額)

△17 ─ △17 △17

中間会計期間中の変動額合計 △17 ─ △17 27

平成19年12月31日残高 46 △52 △5 1,895



前事業年度(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 

 
  

 

 
  

（単位 百万円）

株主資本

資本金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他
利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益
剰余金

平成18年６月30日残高 1,264 ― 388 388 △5 1,647

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 2 △24 △21 △21

 当期純利益 217 217 217

 自己株式の取得 △1 △1

 株主資本以外の項目の 
 当期変動額(純額)

14 14 14

事業年度中の変動額合計 ─ 2 208 210 △1 208

平成19年６月30日残高 1,264 2 596 599 △6 1,856

（単位 百万円）

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年６月30日残高 48 △37 11 1,658

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 △21

 当期純利益 217

 自己株式の取得 △1

 株主資本以外の項目の 
 当期変動額(純額)

15 △14 0 15

事業年度中の変動額合計 15 △14 0 209

平成19年６月30日残高 63 △52 11 1,868



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日)

前事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① 子会社株式及び関連会社株

式

移動平均法による原価法

② その他有価証券

時価のあるもの

中間会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は部分純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定）

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① 子会社株式及び関連会社株

式

同左

② その他有価証券

時価のあるもの

同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① 子会社株式及び関連会社株

式

同左

② その他有価証券

時価のあるもの

決算末日の市場価格等に

基づく時価法

(評価差額は部分純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

① 商品、製品、材料、仕掛品

総平均法による原価法

(2) たな卸資産

① 商品、製品、材料、仕掛品

同左

(2) たな卸資産

① 商品、製品、材料、仕掛品

同左

② 販売用不動産、未成工事支

出金

個別法による原価法

② 販売用不動産、未成工事支

出金

同左

② 販売用不動産、未成工事支

出金

同左

③ 貯蔵品

最終仕入原価法による原価

法

③ 貯蔵品

同左

③ 貯蔵品

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備

を除く。)については定額法

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物     15年～50年

機械及び装置 ５年～12年

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備

を除く。)については定額法

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物     15年～50年

機械及び装置 ５年～12年

（減価償却方法の変更） 

 当事業年度から法人税法の改

正に伴い、平成19年４月１日以

降取得の固定資産については、

改正法人税法に規定する償却方

法により、減価償却費を計上し

ております。なお、この変更に

伴う売上総利益、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益に

与える影響は軽微であります。

(2) 無形固定資産

定額法

ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定

額法

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

定額法

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左



 

前中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日)

前事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間内の一定の年数(10年)による

定額法により、発生の翌事業年

度から費用処理しております。

(2) 退職給付引当金

同左

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間内の一定の年数(10年)による

定額法により、発生の翌事業年

度から費用処理しております。

(3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規による中間会計

期間末要支給額を計上しており

ます。

(3) 役員退職慰労引当金

同左

(3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規による期末要支

給額を計上しております。

４ リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

４ リース取引の処理方法

同左

４ リース取引の処理方法

同左

５ ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしているた

め、特例処理を採用しておりま

す。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

金利スワップ

（ヘッジ対象）

借入金の利息

(3) ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップ取引

を行っており、ヘッジ対象の識

別は個別契約毎に行っておりま

す。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしているた

め、有効性の判定を省略してお

ります。

５ ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

    同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

     同左

 

 

 

(3) ヘッジ方針

     同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

     同左

５ ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

    同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

     同左

 

 

(3) ヘッジ方針

     同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

     同左



次へ 

 

  

前中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日)

前事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。なお、仮払消費税等及び

仮受消費税等は相殺して、流動

負債の「その他」に含めて表示

しております。

(2) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しており

ます。

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

同左

(2) 連結納税制度の適用

同左

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。

(2) 連結納税制度の適用

同左

 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年12月31日)

当中間会計期間末
(平成19年12月31日)

前事業年度末 
(平成19年６月30日)

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

7,582百万円
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

7,677百万円
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

7,590百万円

 

 

※２ 担保に供している資産

現金及び預金 329百万円

受取手形 815百万円

たな卸資産 186百万円

建物 977百万円

土地 3,138百万円

投資その他の 
資産(その他)

287百万円

計 5,734百万円

担保権によって担保されてい

る債務

支払手形 39百万円

買掛金 260百万円

短期借入金 646百万円

１年以内返済予
定の長期借入金

1,606百万円

流動負債 
(その他)

2百万円

長期借入金 4,337百万円

計 6,893百万円

(注) なお、公共工事履行契約につ

いての金融機関保証０百万円

に対し、定期預金50百万円を

担保に供しております。

 

 

※２ 担保に供している資産

現金及び預金 329百万円

受取手形 782百万円

たな卸資産 292百万円

建物 1,001百万円

土地 3,191百万円

投資その他の
資産(その他)

282百万円

計 5,879百万円

担保権によって担保されてい

る債務

支払手形 52百万円

買掛金 247百万円

短期借入金 1,356百万円

１年以内返済予
定の長期借入金

1,304百万円

流動負債
(その他)

2百万円

長期借入金 4,349百万円

計 7,312百万円

(注) なお、公共工事履行契約につ

いての金融機関保証11百万円

に対し、定期預金50百万円を

担保に供しております。

 

 

※２ 担保に供している資産

現金及び預金 329百万円

受取手形 931百万円

販売用不動産 292百万円

建物 1,033百万円

土地 3,191百万円

投資有価証券 313百万円

計 6,092百万円

担保権によって担保されてい

る債務

支払手形 30百万円

買掛金 194百万円

短期借入金 1,035百万円

１年以内返済予
定の長期借入金

1,337百万円

未払金 1百万円

長期借入金 4,685百万円

計 7,284百万円

(注) なお、公共工事履行契約につ

いての金融機関保証６百万円

に対し、定期預金50百万円を

担保に供しております。

  

 

３ 偶発債務

下記のとおり債務保証を行っ

ております。

被保証人名 保証内容
保証額 

（百万円）

㈲エコプラニング 銀行借入金 158

オギワラ精機㈱
銀行借入金 
手形割引

166
30

信州生コン㈱ 銀行借入金 328

烟台高見澤混凝
土有限公司

設備代支払
債務

30

淄博高見澤混凝
土有限公司

設備代支払
債務

80

計 ― 794

(注) 信州生コン㈱への債務保証

は、株主９社の連帯保証であ

ります。

 

３ 偶発債務

下記のとおり債務保証を行っ

ております。

被保証人名 保証内容
保証額 

（百万円）

㈲エコプラニング 銀行借入金 152

オギワラ精機㈱
銀行借入金
手形割引

159
36

信州生コン㈱ 銀行借入金 108

烟台高見澤混凝
土有限公司

設備代支払
債務

60

計 ― 516

(注) 信州生コン㈱への債務保証

は、株主９社の連帯保証であ

ります。

 

３ 偶発債務

下記のとおり債務保証を行っ

ております。

被保証人名 保証内容
保証額 

（百万円）

㈲エコプラニング 銀行借入金 155

オギワラ精機㈱
銀行借入金 
手形割引

183
38

信州生コン㈱ 銀行借入金 268

計 ― 645

(注) 信州生コン㈱への債務保証

は、株主９社の連帯保証であ

ります。

―――――――

 

４ 裏書譲渡高

受取手形裏書
譲渡高

68百万円

 

４ 裏書譲渡高

受取手形裏書 
譲渡高

16百万円



 

前中間会計期間末 
(平成18年12月31日)

当中間会計期間末
(平成19年12月31日)

前事業年度末 
(平成19年６月30日)

 

※５ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。

なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形

が、当中間会計期間末残高に含

まれております。

受取手形 102百万円

支払手形 179百万円

設備支払手形
16百万円

(流動負債その他)
 

※５ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。

なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形

が、当中間会計期間末残高に含

まれております。

受取手形 86百万円

支払手形 213百万円

設備支払手形
0百万円

(流動負債その他)  

※５ 事業年度末日満期手形の会計

処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。

なお、当事業年度末日が金融

機関の休日であったため、次の

事業年度末日満期手形が、当事

業年度末残高に含まれておりま

す。

受取手形 153百万円

支払手形 202百万円

設備関係支払手形 10百万円

 

※６ 圧縮記帳額

石油・オート事業の用地の一

部が北陸新幹線の建設用地とし

て収用されたため、代替資産に

ついて圧縮記帳を行っておりま

す。取得価額から控除している

圧縮記帳額は次のとおりであり

ます。

建物 69百万円

有形固定資産 
(その他)

97百万円

計 168百万円

※６ 圧縮記帳額

―――――――

 

※６ 圧縮記帳額

石油・オート事業の用地の一

部が北陸新幹線の建設用地とし

て収用されたため、代替資産に

ついて圧縮記帳を行っておりま

す。取得価額から控除している

圧縮記帳額は次のとおりであり

ます。

建物 69百万円

構築物 37百万円

機械及び装置 51百万円

工具器具備品 8百万円

計 168百万円

 



次へ 

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日)

前事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

※１ 主要な営業外収益

受取利息 2百万円

受取配当金 37百万円

※１ 主要な営業外収益

受取配当金 42百万円

不動産賃貸料 14百万円

※１ 主要な営業外収益

受取配当金 212百万円

為替差益 33百万円

 

※２ 主要な営業外費用

支払利息 103百万円

※２ 主要な営業外費用

支払利息 117百万円

為替損失 13百万円
 

※２ 主要な営業外費用

支払利息 217百万円

※３ 主要な特別利益

受取補償金 196百万円

保険補填金 25百万円
 

※３ 主要な特別利益

固定資産売却益 1百万円

※３ 主要な特別利益

受取補償金 196百万円

保険補填金 25百万円

 

※４ 主要な特別損失

固定資産圧縮損 168百万円

固定資産除却損 69百万円

 

※４ 主要な特別損失

固定資産除却損 2百万円

投資有価証券
評価損

8百万円

貸倒引当金
繰入額

4百万円

※４ 主要な特別損失

固定資産除却損 73百万円

固定資産圧縮損 168百万円

貸倒引当金
繰入額

104百万円

減損損失 38百万円

※５ 減損損失

―――――

※５ 減損損失

―――――

※５ 減損損失

当社は、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。

用途 種類 場所

石油・オート事業 
中野給油所

土地・建物
及び構築物

長野県 
中野市

石油・オート事業 
善光寺給油所

土地
長野県 
長野市

石油・オート事業 
平林給油所

リース資産
長野県 
長野市

当社は、事業所・営業店舗毎に

概ね独立したキャッシュ・フロー

を生み出す 小の単位にてグルー

ピングを行っております。

石油・オート事業の給油所は、

原油価格の高騰により仕入原価が

上昇し、販売競争の激化により販

売価格に転嫁できず、収益性が著

しく低下しており、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（38百万円）として

特別損失に計上いたしました。

減損損失の内訳は、土地26百万

円、建物５百万円、リース資産６

百万円であります。

なお、当資産グループの回収可

能価額は、使用価値により測定し

ており、将来キャッシュ・フロー

を1.4％で割り引いて算定してお

ります。

 ６ 減価償却実施額

有形固定資産 118百万円

無形固定資産 0百万円

 ６ 減価償却実施額

有形固定資産 132百万円

無形固定資産 0百万円

 ６ 減価償却実施額

有形固定資産 265百万円

無形固定資産 1百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日) 

自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加   2,672株 

  

当中間会計期間(自 平成19年７月１日 至 平成19年12月31日) 

自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加   2,570 株 

  

前事業年度(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 

自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加   6,504 株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 27,076 2,672 ─ 29,748

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 33,580 2,570 ─ 36,150

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 27,076 6,504 ─ 33,580



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日)

前事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ 借主側

(1)リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

機械及び 
装置

327 215 112

車両 
運搬具

243 100 143

工具器具 
備品

73 27 45

無形固定 
資産

81 53 27

合計 726 397 329

 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ 借主側

(1)リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価
額相当
額(百
万円)

減価償
却累計
額相当
額(百
万円)

減損損
失累計
額相当
額(百
万円)

中間期
末残高
相当額
(百万
円)

機械及 
び装置

254 140 2 110

車両 
運搬具

266 125 － 141

工具器 
具備品

73 42 2 29

無形固 
定資産

42 29 － 12

合計 636 338 4 293

 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ 借主側

(1)リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価
額相当
額(百
万円)

減価償
却累計
額相当
額(百
万円)

減損損
失累計
額相当
額(百
万円)

期末残
高相当
額(百
万円)

機械及
び装置

207 117 3 86

車両
運搬具

249 126 － 123

工具器
具備品

73 35 2 35

無形固
定資産

81 62 － 19

合計 612 340 6 265

 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 127百万円

１年超 228百万円

 合計 355百万円

 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 114百万円

１年超 205百万円

 合計 319百万円

リース資産減損
勘定中間残高

4百万円

 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 110百万円

１年超 185百万円

合計 295百万円

リース資産減損 
勘定期末残高

6百万円

 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 80百万円

減価償却費 
相当額

71百万円

支払利息相当額 7百万円

 

(3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 71百万円

リース資産減損
勘定の取崩額

1百万円

減価償却費
相当額

63百万円

支払利息相当額 6百万円

 

(3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失

支払リース料 154百万円

リース資産減損 
勘定の取崩額

－百万円

減価償却費
相当額

137百万円

支払利息相当額 13百万円

減損損失 6百万円

(4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件

の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息

法によっております。

利息相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

同左



 
  

(有価証券関係) 

前中間会計期間末（平成18年12月31日） 
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  
当中間会計期間末（平成19年12月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
  

前事業年度末（平成19年６月30日） 
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(企業結合等関係) 

前中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 
該当事項はありません。 

  
当中間会計期間（自 平成19年７月１日 至 平成19年12月31日） 

該当事項はありません。 
  

前事業年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 
該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日)

前事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

２ 貸主側

未経過リース料中間期末残高相

当額   

２ 貸主側

未経過リース料中間期末残高相

当額   

２ 貸主側

未経過リース料期末残高相当額

１年以内 4百万円

１年超 13百万円

 合計 18百万円

１年以内 4百万円

１年超 9百万円

 合計 13百万円

１年以内 4百万円

１年超 11百万円

合計 15百万円

(注)  上記は、すべて転貸リース

取引に係る貸主側の未経過リ

ース料中間期末残高相当額で

あります。

なお、当該転貸リース取引

は、おおむね同一の条件で第

三者にリースしておりますの

で、ほぼ同額の残高が上記の

借主側の未経過リース料中間

期末残高相当額に含まれてお

ります。

同左 (注)  上記は、すべて転貸リース

取引に係る貸主側の未経過リ

ース料期末残高相当額であり

ます。

なお、当該転貸リース取引

は、おおむね同一の条件で第

三者にリースしておりますの

で、ほぼ同額の残高が上記の

借主側の未経過リース料期末

残高相当額に含まれておりま

す。

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損

失はありません。

（減損損失について）

同左



前へ 

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり純資産額及び１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

   

１ １株当たり純資産額 

 
   

２ １株当たり中間（当期）純利益 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成18年７月１日
至 平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年７月１日
至 平成19年12月31日)

前事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

１株当たり純資産額
198.40円

１株当たり純資産額
216.52円

１株当たり純資産額
213.29円

１株当たり中間純利益
13.22円

１株当たり中間純利益
7.74円

１株当たり当期純利益
24.87円

なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、潜在株式が
ないため、記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、潜在株式が
ないため、記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益については、潜在株式が
ないため、記載しておりません。

前中間会計期間末

(平成18年12月31日)

当中間会計期間末

(平成19年12月31日)

前事業年度末

(平成19年６月30日)

純資産の部の合計額（百万円） 1,738 1,895 1,868

純資産の部の合計額から控除する金額 
（百万円）

― ― ―

普通株式に係る純資産額（百万円） 1,738 1,895 1,868

1株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式の数（株）

8,762,252 8,755,850 8,758,420

前中間会計期間

(自 平成18年７月１日

至 平成18年12月31日)

当中間会計期間

(自 平成19年７月１日

至 平成19年12月31日)

前事業年度

(自 平成18年７月１日

至 平成19年６月30日)

中間損益計算書上の中間（当期）純利益
（百万円）

115 67 217

普通株式に係る中間（当期）純利益
（百万円）

115 67 217

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ─ ─

普通株式の期中平均株式数（株） 8,763,637 8,757,215 8,762,093



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 臨時報告書 

   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第11号（債権の取立不能並びにそのおそれ）の規定

に基づくもの 平成19年９月３日関東財務局長に提出 

  

(2) 有価証券報告書及びその添付書類 

   事業年度 第57期(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日)平成19年９月27日関東財務局長に

提出 

  

(3) 有価証券報告書の訂正報告書 

   事業年度 第57期(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日)平成19年12月27日関東財務局長に

提出 

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年３月５日

株式会社高見澤 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社高見澤の平成18年７月１日から平成19年６月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成18年７月１日から平成18年12月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社高見澤及び連結子会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間(平成18年７月１日から平成18年12月31日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  平  田     稔  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  福  井  利  幸  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成20年３月12日

株式会社高見澤 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社高見澤の平成19年７月１日から平成20年６月30日までの連結会計年度の中間連結

会計期間(平成19年７月１日から平成19年12月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借

対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社高見澤及び連結子会社の平成19年12月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間(平成19年７月１日から平成19年12月31日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  平  田     稔  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  福  井  利  幸  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年３月５日

株式会社高見澤 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社高見澤の平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第57期事業年度の中間会計期間(平

成18年７月１日から平成18年12月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社高見澤の平成18年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間(平成18年７月１日から平成18年12月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  平  田     稔  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  福  井  利  幸  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成20年３月12日

株式会社高見澤 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社高見澤の平成19年７月１日から平成20年６月30日までの第58期事業年度の中間会

計期間(平成19年７月１日から平成19年12月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社高見澤の平成19年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間(平成19年７月１日から平成19年12月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  平  田     稔  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  福  井  利  幸  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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